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ヒノキ人工林における列状間伐後の下層植生に関する研究

－定量化手法の確立並びに管理手法の提案－

岡山県農林水産総合センター森林研究所 専門研究員 西山 嘉寛

１ 目的

大規模な列状間伐施行地の増加に伴い、列状間伐施行地において、伐開部分を

中心とし、下層植生をいかに誘導・定着させるかは、林床の表面侵食や表層崩壊

を防ぐだけでなく、今後の長伐期施業を踏まえ、自然力を利用した人工林の誘導

（針広混交林への誘導）の観点からも重要です。そこで、当該施行地における下

層植生（植被率）を調査し、その定量化方法を明らかにするとともに、その管理

方法について提案することとしました。

２ 方法

2013～2014年、岡山県北部地域のヒノキ人工林を対象に、列状間伐施行地20カ

所（施行後５～７年）を選定し、当該林分の立地環境（斜面傾斜）、伐採方法（伐

開幅、残存幅）、残存木樹高、ササ類の侵入等を調査しました。また伐開部分に

おいて、１カ所当たり１ｍ×１ｍの植生プロットを５個設け、それぞれ植被率（木

本類、ササ類、草類）を目視判定し、その平均値を算出しました。次に、木本類

及びササ類、草本類を合わせた植被率（以下、「全植被率」）をそれぞれ目的変

数、斜面傾斜、伐開幅、残存幅、残存木樹高、ササの有無をそれぞれ説明変数と

する最適な予測モデルを導きました。最後に、一例として列状間伐の種類（２残

１伐、３残２伐、４残３伐、５残４伐）による木本類植被率の予測を行ってみま

した。

３ 結果

全植被率を推定する予測モデルの決定係数（R2）は0.684でした（１％水準で

有意）。説明変数３種の偏相関係数は、斜面勾配、伐開幅、残存木樹高の順とな

っており、斜面勾配の影響が最も大きかったです。一方、木本類植被率の場合、

同植被率を推定する予測モデルの決定係数（R2）は0.878でした（１％水準で有

意）。説明変数５種の偏相関係数は、ササの有無、斜面勾配、伐開幅、残存木樹

高、残存幅の順となっており、木本類の定着には、ササ類による侵入の影響が大

きいことが示唆されました。3,300本/ha植栽したヒノキ人工林で、列状間伐後５

～７年経過、残存木樹高17.6ｍ、ササの侵入が無の場合、林床の木本類植被率は、

斜面勾配が35度まで、２残１伐、３残２伐、４残３伐では、それぞれ40-54、51-

65、58-72％の範囲内でしたが、５残４伐では約87-100％へ上昇していました。

４ 考察

列状間伐実施後５～７年の範囲で、ヒノキ人工林に木本類を林床70％以上、定

着させるためには、伐開幅４列分に相当する約8.7ｍ以上の空間を確保する必要

があると推測されました。ただし、斜面勾配が35°を超える急傾斜地では、全植

被率及び木本類植被率ともに急落傾向にありました。列状間伐施行時に、できる

だけ伐開幅を確保するとともに、斜面勾配が大きい箇所では、土留工等の土木的

施工の導入により、地表面の土砂流出を抑制し、かつ斜面勾配の緩和を図り、木

本類及び草本類の定着を促す必要があると考えられます。
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造林木の生育環境への適応性の評価

森林総合研究所林木育種センター関西育種場 育種研究室長 三浦 真弘

１ 研究の背景および方法

林木は、異なる環境に種苗を移動すると適応性が下がるため、主要造林樹種

では、林業種苗の移動について配布可能な地域が制限されています。スギでは、

種苗配布区域が1934年に設定され、現在も全国が７地域に区分されています。

これまでは、現行の種苗配布区域の適否について検討するための実証的なデー

タ（植栽試験など）がないのが実情でした。林木育種事業では、品種改良ため、

多数の実証試験地（次代検定林）の設定と定期調査を行ってきました。近年発

達してきたGIS技術の発達により、育種調査データと環境情報をGIS技術により

結合して解析でき、種苗の移動が成長等に及ぼす影響について検討することが

できるようになりました。そこで、①公開されている気温や降水量、日照等の

気候値メッシュデータを取得して日本全国を複数の異なる環境に区分し、それ

らの環境区分と現行の種苗配布区域を地図上で比較し、②スギの異なる環境へ

の適応性を検討するために、ある環境区分出身のスギ精英樹が異なる環境区分

に植栽された場合の適応性（樹高成長の変化）を調べました。

２ 結果

(1) 日本の環境区分と種苗配布区域の関係

気候値メッシュデータから気温や降水量等の７因子を用いた主成分分析を

行い、得られた主成分分析の結果をX-means法というクラスタリング解析に

より５つの環境区分に分けることが適切と分かりました。各メッシュがどの

クラスターに割り振られたかを日本地図上に示すと、環境区分①、②は北海

道、東北など冷涼環境下、③、④は本州太平洋側、四国、九州など温暖環境

下、⑤は本州日本海側の多雪環境下に相当し、現在のスギ種苗配布区域の境

界線と比べると、概ねよく対応していることが分かりました。

(2) 異なる環境へのスギの適応

得られた５環境区分と次代検定林のスギ精英樹、試験地の地理情報を結合

しました。これによりある環境区分出身のスギ精英樹を異なる環境区分に植

栽した場合の成長が比較可能です。樹高成長に関して、①、②の冷涼環境下

出身の精英樹は、③、④の温暖環境下へ移動すると成長が同等か向上する傾

向があるのに対し、③、④の温暖環境下出身の精英樹は、冷涼環境下へ移動

すると成長が同等か低下する傾向があることが分かりました。また⑤出身の

精英樹は移動環境に依存した成長を示す傾向がありました。

３ 考察

本研究によりスギについて種苗配布区域を実際の植栽試験の結果を基に検討

することが可能になりました。
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スギ・ヒノキ高齢林の成長

－収穫試験地等固定試験地の成長経過から－

森林総合研究所関西支所 産学官連携推進調整監 家原敏郎

１ 背景

戦後大量に植林されたスギ・ヒノキ人工林は、林齢40～50年の主伐が可能な

林齢に達し、需要も高まってきていますが、一方で高い造林コストやシカ被害

の深刻さから、主伐よりは間伐でつないでいこうという考えも根強くあります。

伐期を延長しても、高齢化により林分の成長が著しく低下しては林業経営上好

ましくないので、スギ・ヒノキの高齢林の林分成長がどのようか、長期間継続

測定している収穫試験地等の固定試験地のデータから検討しました。

２ 資料と方法

資料として、森林総合研究所研究報告(細田ほか2009,2014)の収穫試験地等

固定試験地の成長経過のとりまとめを用いました。両資料の全国のスギ、ヒノ

キの試験地から、間伐が行われ、成長経過において異常値が無いスギ人工林の

試験区15ヶ所、ヒノキ人工林の試験区14ヶ所を抽出し、定期平均成長量、総平

均成長量(下記)と林齢の関係を調べました。なお、同一の試験地で間伐強度ま

たは地位が異なる複数の試験区を設定している場合は、それぞれ中庸である試

験区を選定しました。ここで定期平均成長量、総平均成長量とも、１年間のha

当たり成長量を示しますが、定期平均成長量は下記のように、その時点での林

分の直接的な成長量を示すのに対し、総平均成長量は、植栽から主伐までの収

穫量の年平均を示し、好適な伐期を決める際に用いられる指標です。

定期平均成長量＝(林分材積(間伐指定木含む)－前回残存木材積／前回からの年数

総 平 均 成 長 量＝(林分材積(間伐指定木含む)＋前回までの間伐材積累計)／林齢

３ 結果と考察

スギ試験地の成長は大変良く、林齢80年あまりでヘクタール当たり1000m
3
に

達するものも見られました。定期平均成長量は20～60年で、20～40m
3
でピーク

に達しましたが、その後しばらくはあまり下がらないものが多くありました。

一定の成長が続くため、総平均成長量のピークは多くの試験地で50～80年前後

となりました。ヒノキでは、スギに比べ高齢で成長のピークを迎え、定期平均

成長量は40～60年で、20m
3
前後の値でピークとなったものが多く、中には約80

年でピークとなった試験地もありました。そのため総平均成長量では、過半の

試験地で直近の調査時(林齢51～89年)で最高値が出てピークがまだ確認できて

おらず、ピークが表われた一部の試験地でも概ね70年前後でした。

以上より、収穫試験地のデータを見る限りでは、戦後植栽されたスギ・ヒノ

キ林は林業的な成長の面ではもうしばらく大丈夫と考えられます。しかし、高

齢になると台風害や各種病害を受けやすくなるので、主伐をどこまで引き延ば

せるかについては、成長だけでなく多方面からの検討が必要です。
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